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第５部 資料編 

１ 在宅医療フレームワークに係る現状について 

 

 在宅医療フレームワークに係る各市町の取組状況について、ヒアリングを行った

ところ、各項目に関する状況は下記のとおりでした。  

 

実施市町数：29 市町 

実 施 日：平成 28 年８月 25 日から 10 月 13 日まで 

対 応 者：各市町在宅医療担当課、介護保険担当課、地域包括支援センター等 

 

１ ヒアリング内容 

Ａ 相談窓口の設置 

・ 取組状況については、対応済みまたは対応中の市町が 28 市町であり、ほぼ

全ての市町で少なくとも具体的な取組方向が定まっている。 

・ しかし、ヒアリング時点で対応済み市町は７市町と少数であるため、対応中

の市町については、今後も進捗を注視していく必要がある。 

・ 相談窓口の設置手法については、地域包括支援センターの機能充実または医

師会等への委託に大別される。 

   

Ｂ 地域協議体の設置 

・ 対応済みまたは対応中の市町が 28 市町であり、ほぼ全ての市町で何らかの

協議の場が設置されている。 

・ 対応中の５市町については、協議の場は設置しているものの、構成員に医

療・介護関係者が少ない、研修要素が強い会議であること等から、課題の抽

出や検討まで至っていないため、委員の充実や検討内容の深化が必要である。 

   

Ｃ チーム体制の整備 

・ 在宅医療に係るチームの設置について、対応済みの市町は３市のみである。 

・ 事前にチームを設置している市町は少なかったが、実態としては、その他の

市町でも関係職種が連携し、チームとして個別ケースに対応しているとのこ

とであった。 

・ 認知症初期集中支援チームについては、16 の市町で既に設置済みであり、他

の市町については、遅くとも平成 29 年度中には設置予定である。 

・ チーム内における協議については、地域ケア会議やサービス担当者会議を活

用している市町がほとんどであったが、いずれについても医師の参加につい

ては、得ることが難しいのが現状である。 

・ 情報共有ツールについては、既に導入している市町は４市町のみ（ＩＣＴ２

市、紙媒体２市）であったが、検討を進めている市町は 21 市町であった。 

・ チーム内のコーディネーターについては、いずれの市町もコーディネーター
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の養成等は行っていなかったが、実質的には、ケアマネージャーや訪問看護

師がその役割を果たしているとのことであった。  

   

Ｄ 人材の育成 

・ 取組状況については、対応済みまたは対応中の市町が 28 市町であり、ほぼ

全ての市町で少なくとも具体的な取組方向が定まっている。 

・ 対応済みの市町が 25 市町であり、他の項目に比較して多い。 

・ すでに近隣市町で連携して研修を実施するなど、効率的な運営を実施してい

る地域もある。 

   

Ｅ 症例支援マニュアルの作成 

・ 症例支援マニュアルについては、いわゆるマニュアルとして整備している市

町はなかったが、認知症については、マニュアルに準ずるものとして、認知

症ケアパスを作成している市町が８市町あった。 

・ 他の市町についても、遅くとも平成 29 年度中には、作成することとしてお

り、全ての市町で対応済みまたは対応中である。 

   

Ｆ 緊急時対応にかかる体制の整備 

・ 緊急時対応に係る体制の整備（医療レスパイトを含む）については、対応済

みまたは対応中の市町が 17 市町と全ての項目の中で最も少ない。 

 

Ｇ レスパイト体制の確保 

・ レスパイト体制の確保については、福祉レスパイトの状況について確認を行

った。 

・ いずれの市町においても緊急ショートステイを含め円滑に利用ができてい

るとのことであった。 

 

Ｈ 家族同士のつながりの構築 

・ 家族同士のつながりの構築については、27 市町で実施済みであり、一部の市

町を除き、家族介護教室や家族会を開催しているとのことであった。 

 

２ 課題について 

・ 委託による相談窓口の設置を検討している一部の市町において、相談窓口に

配置するコーディネーターの人材確保が課題となっている。  

・ 情報共有ツールの作成について、ＩＣＴの活用を検討している市町もあるが、

その共有範囲や周辺市町のシステムとの互換性の確保が課題となっている。 

・ 症例支援マニュアルの作成について、認知症ケアパスについては、認知症施

策推進総合戦略（新オレンジプラン）に基づいて作成が必要であるため、整

備が進んでいるが、脳卒中およびがんについては、整備が進んでいない。  

・ 緊急時対応にかかる体制の整備については、医療資源への依存度が高く、医
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療資源の少ない市町では、体制整備は難しい。  

・ 郡部や過疎地域では、医療資源が少ないため、近隣市町や郡市医師会等との

連携の推進が必要である。 

 

３ 今後の取組方向について 

ヒアリングで把握した現状をふまえ、以下の方向性で取り組むこととしたい。  

・ 相談窓口の設置に係る支援（コーディネーターの設置、関係団体等との調整） 

・ 相談窓口に配置するコーディネーターに係る人材育成  

・ 情報共有ツールの作成に係る支援 

・ 緊急時対応にかかる体制整備の支援 

・ 退院支援体制の強化に係る支援 

・ 近隣市町や郡市医師会をはじめとする医療・介護関係機関との連携の推進  

・ 県内外の先進事例に係る情報の共有 
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２ 医師看護師需給状況調査（平成 25 年度三重県実施） 
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第４回 

桑員 平成 28 年 2 月 22 日 

・地域医療構想の策定にかかる検討 

三泗 平成 28 年 2 月 24 日 

鈴亀 平成 28 年 2 月 12 日 

津 平成 28 年 2 月 15 日 

伊賀 平成 28 年 2 月 16 日 

松阪 平成 28 年 2 月 12 日 

伊勢志摩 平成 28 年 2 月 22 日 

東紀州 平成 28 年 3 月 8 日 

第５回 

桑員 平成 28 年 8 月 2 日 

・平成 37（2025）年における必要病床数の検討 

三泗 平成 28 年 8 月 1 日 

鈴亀 平成 28 年 8 月 10 日 

津 平成 28 年 8 月 9 日 

伊賀 平成 28 年 7 月 27 日 

松阪 平成 28 年 7 月 26 日 

伊勢志摩 平成 28 年 8 月 1 日 

東紀州 平成 28 年 8 月 8 日 

第６回 

桑員 平成 28 年 11 月 30 日 

・三重県地域医療構想（中間案）の検討 

・平成 37（2025）年における必要病床数の検討 

三泗 平成 28 年 11 月 21 日 

鈴亀 平成 28 年 11 月 15 日 

津 平成 28 年 11 月 21 日 

伊賀 平成 28 年 11 月 15 日 

松阪 平成 28 年 12 月 2 日 

伊勢志摩 平成 28 年 11 月 30 日 

東紀州 平成 28 年 11 月 28 日 

第７回 

桑員 平成 29 年 3 月 1 日 

・三重県地域医療構想（最終案）の検討 

三泗 平成 29 年 2 月 28 日 

鈴亀 平成 29 年 2 月 15 日 

津 平成 29 年 2 月 27 日 

伊賀 平成 29 年 2 月 27 日 

松阪 平成 29 年 3 月 3 日 

伊勢志摩 平成 29 年 2 月 15 日 

東紀州 平成 29 年 2 月 17 日 
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松阪 

第２回 平成28年8月30日 
・2025 年の医療需要と必要病床数および構想区域内にお

ける機能分化・連携の検討について 

第３回 平成28年11月1日 

・2025年の医療需要と必要病床数について 

・目指すべき医療提供体制を実現するための施策の検討

について 

伊勢 

志摩 

第１回 平成27年9月3日 
・地域医療構想の策定について 

・各病院・有床診療所の病床機能の方向性について 

第２回 平成28年8月22日 
・2025 年の医療需要と必要病床数および構想区域内にお

ける機能分化・連携の検討について 

第３回 平成28年11月2日 

・2025年の医療需要と必要病床数について 

・目指すべき医療提供体制を実現するための施策の検討

について 

東紀州 

第１回 平成27年9月8日 
・東紀州地域の地域医療構想の策定について 

・各病院・有床診療所の病床機能の方向性について 

第２回 平成28年11月1日 

・2025年の医療需要と必要病床数について 

・目指すべき医療提供体制を実現するための施策の検討

について 
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御浜町民生委員児童委員協議会 会長 尾崎 貞義 第５回調整会議から 

尾鷲市地域包括支援センター センター長 松島 貴美 第５回調整会議から 

尾鷲市 福祉保健課長 三鬼 望  

熊野市 健康・長寿課長 松本 健  

紀北町 福祉保健課長 大谷 眞吾 第４回調整会議まで 

紀北町 福祉保健課長 堀 秀俊 第４回調整会議から 

御浜町 健康福祉課長 下川 博愛  

紀宝町 
健康福祉担当理事兼 

福祉課長 
平野 典光 
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５ 用語の解説 

 

  用  語 意  味 

あ    

  

一般病床 病床の種別の１つで、精神病床、感染症病床、結核病床、
療養病床以外の病床のことをいいます。 

  

医療勤務環境改善支援
センター 

勤務環境マネジメントシステムに基づき、各医療機関が
策定する「勤務環境改善計画」の策定、実施、評価など
をワンストップで、専門家のチームにより各医療機関の
ニーズに応じて、総合的にサポートする施設として都道
府県が設置するものです。 
 

  

医療区分 療養病床における医療の必要性の度合いを示した診療報
酬上の制度です。「医療区分１～３」 に分類され、重度
の病態を区分３、中等度の医療必要度を持つ患者を区分
２とし、医療区分２、３に該当しない患者を医療区分１
としています。 
 

  

医療ネットみえ さまざまな病気や専門外来、所在地等、目的に合った県
内の医療機関を探すことができる医療情報システムで
す。また、医療機関が診療応需の可否（応需情報）をパ
ソコンに入力することにより、その時点で受診可能な医
療機関を 24 時間 365 日検索することもできます。 

か    

  

介護予防特定施設入居
者生活介護 

有料老人ホーム等の特定施設に入居している人が、介護
予防を目的とした入浴、排せつ、食事などの介護や機能
訓練および療養上の世話を受けます。 
 

  

介護予防認知症対応型
共同生活介護 

認知症の高齢者が少人数で共同生活をしながら、認知症
の治療を中心として、生活機能の向上のために、介護予
防を目的とした介護や機能訓練を受けます。 
 

  

介護療養型医療施設 病状が安定し、長期間の療養が必要な方が入所して、医
療や看護または介護などを受けます。 

  

介護老人福祉施設（特別
養護老人ホーム） 

身体上または精神上の著しい障がいのため常時介護が必
要で在宅生活が困難な寝たきり高齢者等を入所させて、
入浴・排泄・食事等の介護、相談および援助、社会生活
上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、
健康管理および療養上の世話を行うことを目的とする施
設です。介護保険では、介護老人福祉施設として位置づ
けられています。 
 

  

介護老人保健施設 病状が安定期にある要介護者に対し、施設サービス計画
に基づいて、看護、医学的管理下における介護、機能訓
練その他必要な医療、日常生活上の世話を行う施設とし
て、都道府県知事の許可を受けたものをいいます。 

  

がん診療連携拠点病院 全国どこに住んでいても質の高いがん医療が受けられる
よう、地域ごとに国が指定した病院です。指定された病
院は、がん医療の内容、医療従事者、診療実績、設備、
相談体制等で一定の要件を満たしています。 
がん診療連携拠点病院には、各都道府県で中心的役割を
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果たす「都道府県がん診療連携拠点病院」と、都道府県
内の各地域（二次医療圏）で中心的役割を果たす「地域
がん診療連携拠点病院」があります。 
 

  

がん診療連携準拠点病
院 

がん診療連携拠点病院に準ずる診療実績や診療体制があ
り、手術、化学療法およびこれらの効果的な組み合わせ
による標準的・集学的治療や緩和ケアなどの提供体制を
有する県指定の病院です。 
 

  

がん診療連携推進病院 拠点病院や準拠点病院と連携しながら、高度または特異
性のある医療など拠点病院や準拠点病院だけでは提供で
きないがん医療を提供する医療機関であり、三重県が指
定を行います。（平成 30 年度までの指定） 
 

  

がん診療連携病院 がん診療連携拠点病院や準拠点病院との連携しながら、
高度または特異性のある医療したり、二次医療圏内で拠
点病院および準拠点病院で対応しきれない患者に医療を
提供することで、拠点病院や準拠点病院を補完する役割
を持った県指定の病院です。 
 

  
基準病床 医療法第 30 条の４第２項第 14 号の規定に基づき、病床

整備の基準として定める病床数です。 
 

  

既存病床 医療法第７条の２第４項の規定に基づき、医療機関の開
設許可病床数から必要な補正を行った病床数です。 

  

許可病床 医療法第７条第１項、第２項および第３項の規定に基づ
き、都道府県知事が許可した病床です。 

  

経常収支比率 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、
毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）の
うち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に
支出される経費（経常的経費）に充当されたものが占め
る割合をいいます。 
 

  

軽費老人ホーム 無料または低額な料金で高齢者を入所させ、食事の提供
その他日常生活上必要な便宜を供与することを目的とす
る施設をいいます。 
 

  

結核モデル病床 「結核患者収容モデル病床事業」に基づき、合併症等の
医療上の必要から、一般病床において収容治療するため
のより適切な基準を策定するためにモデル事業として行
うものです。 

さ    

  

サービス付き高齢者向
け住宅 

高齢者世帯や要介護者等の増加に対応し、高齢者が安心
して生活できるバリアフリー構造の新たな高齢者向けの
住宅。安否確認や生活相談サービスの提供を必須としま
す。 
 

  

財政力指数 地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を
基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値
をいいます。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上
の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるとい
えます。 
 

  
在宅療養支援診療所 在宅医療を支えるために 24 時間往診・訪問看護ができる

診療所をいいます。 
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周産期母子医療センタ
ー 

周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる
地域周産期母子医療センターと、よりリスクの高い妊娠
に対する医療、高度な新生児医療等を提供できる総合周
産期母子医療センターがあります。 
 

  

実質公債費比率 地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金および
準元利償還金の標準財政規模に対する比率の過去３年間
の平均値で、借入金（地方債）の返済額およびこれに準
じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を表す指標
のことをいいます。「地方公共団体の財政の健全化に関
する法律」における早期健全化基準については、市町村・
都道府県とも 25％とし、財政再生基準については、市町
村・都道府県とも 35％としています。 
 

た    

  

地域医療安心度指数 地域医療に対する安心感を構成する重要な要素と考え
る、医療へのアクセスのしやすさ、かかりつけ医の有無、
地域医療に対する理解度の３つの項目の複合指標をいい
ます。 
 

  

地域医療支援センター 都道府県が責任を持って医師の地域偏在の解消に取り組
むコントロールタワーとして、都道府県庁や大学病院等
に設置されるものです。 
 

  

地域医療支援病院 紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利用の実
施等を通じて、第一線の地域医療を担うかかりつけ医、
かかりつけ歯科医等を支援する能力を備え、地域医療の
確保を図る病院として相応しい構造設備等を有するもの
について、都道府県が承認しています。 
 

  

地域医療連携推進法人
制度 

医療機関等を開設する法人等が参加し、参加する法人等
の医療機関等の業務の連携を推進することを目的とする
一般社団法人を、都道府県知事が地域医療連携推進法人
として認定する制度。複数の医療機関等が法人に参画す
ることにより、競争よりも協調を進め、地域において質
が高く効率的な医療提供体制を確保することを目的とし
ます。 
 

  

地域包括ケアシステム 地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れ
た地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営む
ことができるよう、医療、介護、介護予防、住まいおよ
び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制を
いいます。 
 

  
地域密着型介護老人福
祉施設 
 

定員 29 人以下の介護老人福祉施設をいいます。 

  

地域密着型特定施設入
居者生活介護 

介護保険の給付対象となる地域密着型サービスの一つで
す。定員 29 人以下の小規模な有料老人ホーム・養護老人
ホーム・軽費老人ホームで、入居者が要介護者と配偶者
等に限られる介護専用型の特定施設をいいます。入居者
がその能力に応じ自立した生活が営めるよう、入浴・排
泄・食事等の介護、洗濯・掃除等の家事、生活相談・助
言など日常生活上の世話、機能訓練と療養上の世話を行
います。 
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地域連携クリティカル
パス 

急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるよ
うな診療計画（クリティカルパス）を作成し、治療を受
ける全ての医療機関で共有して用いるものをいいます。 
 

  

特定機能病院 最先端医療を提供する病院として厚生労働大臣の承認を
受けた病院で、高度の医療技術や設備を備え、高度医療
技術の開発・評価、高度医療に関する研修を行っている
施設です。 
 

  

特定施設入居者生活介
護 

有料老人ホーム、軽費老人ホームおよび養護老人ホーム
で、一定の計画に基づき入浴、排泄、食事等の介護、洗
濯・掃除等の家事、生活等に関する相談・助言等の日常
生活の世話、機能訓練、療養上の世話を行います。都道
府県知事の指定を必要とします。 
 

  

特別養護老人ホーム（介
護老人福祉施設） 

「介護老人福祉施設」参照。 

な    

  

入院受療率 人口に占める１日あたり入院患者数の割合をいいます。
年間入院患者延べ数（人）を 365（日）で除して１日あ
たり入院患者延べ数を求め、これを人口で除したものと
します。 
 

  
認知症ケアパス 認知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れを

いいます。 
 

  

認知症対応型共同生活
介護 

介護保険の給付対象となる地域密着型サービスの一つで
グループホームのことです。認知症の高齢者に対して、
共同生活を営む住居において、家庭的な環境の下、入浴、
排泄、食事等の介護その他日常生活上の世話や機能訓練
を行います。 
 

  
年齢調整死亡率 年齢構成の異なる地域間で死亡状況の比較ができるよう

に年齢構成を調整し、そろえた死亡率をいいます。 

は    

  
標準財政規模 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう

経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普
通交付税を加算した額をいいます。 

や    

  

有料老人ホーム 老人福祉法に規定された高齢者向けの生活施設で、常時１
人以上の老人を入所させて、生活サービスを提供すること
を目的とした施設（特別養護老人ホーム等の老人福祉施設
ではないもの）をいいます。 
 

  
養護老人ホーム 環境上の理由および経済的理由により在宅での生活が困

難な高齢者の利用施設をいいます。 

ら    

  
療養病床 長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための

病床です。 
 

  
レスパイト（ケア） 乳幼児や障がい児（者）、高齢者などを在宅でケアしてい

る家族を癒やすため、施設への短期入所等により一時的に
ケアを代替し、リフレッシュを図ってもらう家族支援サー
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ビスをいいます。 
 

  

レセプト 診療報酬明細書のことです。患者が受けた診療に対して医
療機関が保険者に請求する明細書のことで、診療内容や処
方した薬の費用が記載されています。 

Ｄ    

  

ＤＰＣ 
（Diagnosis Procedure 
Combination） 

診断と処置の組み合わせによる診断群分類のことです。Ｄ
ＰＣを利用した包括支払システムをＤＰＣ／ＰＤＰＳと
いいます。ＤＰＣ／ＰＤＰＳ参加病院は、退出した患者の
病態や実施した医療行為の内容等についての調査データ
を全国統一形式の電子データとして提出しています。 

Ｎ    

  

ＮＤＢ 
（National Database） 

レセプト情報・特定検診等情報データベースの呼称です。
高齢者の医療の確保に関する法律第 16 条第２項に基づ
き、厚生労働大臣が医療保険者等より収集する診療報酬明
細書および調剤報酬明細書に関する情報ならびに特定健
康診査・特定保健指導に関する情報をＮＤＢに格納し管理
しています。なお、診療報酬明細書および調剤報酬明細書
はレセプトとも呼ばれます。 

  

 


